
別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

4,237,814

25年度

＜132,491,118＞

2,885,520

＜120,864,104＞

＜120,876,104＞

＜112,702,616＞

＜112,714,616＞

1,498,899

＜111,005,364＞

1,498,899

-＜81,639＞

3,345,449 1,085,368
当 初 予 算 （ 千 円 ）

＜753,255＞

26年度

＜112,796,255＞

政策評価調書（個別票1）

＜105,148,957＞

29年度概算要求額

1,284,925

28年度27年度

政策名

＜132,296,986＞

＜132,308,986＞

420,656

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

-＜182,132＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

国民に信頼される持続可能な公的年金制度を構築すること

政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５

段階達成度合いは記載できない

4,237,814

＜120,122,849＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

今年度はモニタリングのみのため、５段階達成度合いは記載できない

評価方式 総合･実績･事業 番号 Ⅸ－１－１

718,939

718,939

補 正 予 算 （ 千 円 ）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

小計

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入れに必
要な経費

政策評価調書（個別票2）

公的年金制度の持続可可能性確保に必要な経費

項

公的年金制度運営諸費

公的年金制度運営諸費 年金生活者支援給付金の支給準備に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

小計

予算額

合計

国民に信頼される持続可能な公的年金制度を構築すること Ⅸ－１－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

28年度
当初予算額

188,240

3,157,209

業務取扱費年金特別会計へ繰入

事項

小計

3,345,449

の内数

3,345,449

105,148,957

＜105,148,957＞

29年度
概算要求額

184,974

900,394

1,085,368

＜105,148,957＞ の内数 ＜111,005,364＞ の内数

＜111,005,364＞ の内数

1,085,368

111,005,364
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【政策ごとの予算額等】

公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を図る。

総合･実績･事業

政策評価に関する実績評価書を作成していないため、概算要求への反映はない。

一般会計

年金特別会計

一般会計

年金特別会計

一般会計

年金特別会計
65,561,400,965 65,939,534,884 69,774,215,252

66,830,319,947 68,165,650,350 71,820,148,754

▲ 361,136

10,707,430,492

▲ 100,545

一般会計

年金特別会計

一般会計

年金特別会計

75,324,285,28166,830,420,492 68,165,650,350 71,820,509,890

評価方式 番号 Ⅸ－１－２

10,418,633,656

10,418,730,015

75,903,277,545

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみ
のため、５段階達成度合い

は記載できない

10,707,445,798

政策名

10,418,297,239

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

29年度概算要求額

11,035,963,234

28年度27年度

11,406,670,214

当 初 予 算 （ 千 円 ）

26年度

政策評価調書（個別票1）

▲ 15,306

11,046,890,033

11,046,890,033

11,243,834,895

25年度

▲ 96,359

10,707,430,492
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 年金特別 基礎年金勘定

● 2 年金特別 国民年金勘定

● 3 年金特別 国民年金勘定

● 4 年金特別 厚生年金勘定

● 5 年金特別 厚生年金勘定

● 6 年金特別 厚生年金勘定

● 7 年金特別 業務勘定

● 8 年金特別 業務勘定

● 9 年金特別 業務勘定

◆ 1 年金特別 基礎年金勘定

◆ 2 年金特別 国民年金勘定

◆ 3 年金特別 国民年金勘定

◆ 4 年金特別 厚生年金勘定

◆ 5 年金特別 厚生年金勘定

◆ 6 年金特別 厚生年金勘定

◆ 7 年金特別 業務勘定

◆ 8 一般 厚生労働本省

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

の内数

＜○○,○○○＞ の内数

87,309,947,759

の内数

1,489,053,733

3,593,502,187

の内数＜○○,○○○＞

39,060,734,622

86,568,120,176

＜○○,○○○＞ の内数

＜○○,○○○＞

29年度
概算要求額

23,133,340,237

102,656

633,305,642

24,084,241,46224,200,101,642

47,712,300,816 48,249,213,137

212,444,947 317,568,753

28年度
当初予算額

22,510,408,821

166,435

713,090,373

年金相談事業費等業務勘定へ繰入

事項

小計

91,497,936

4,785,469,810

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

国民年金給付に必要な経費

保険給付費

国民年金給付費

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経
費

業務取扱費 公的年金制度の適正な運営に必要な経費

保険給付費 存続厚生年金基金等給付費等負担金に必要な経費

予算額

合計

公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を図る Ⅸ－１－２

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

政策名

実施機関保険給付費等交付金 実施機関保険給付費等交付金に必要な経費

基礎年金相当給付費他勘定へ繰入及
交付金

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰
入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要
な経費

政策評価調書（個別票2）

保険給付に必要な経費

38,855,819,360

基礎年金給付に必要な経費

項

基礎年金給付費

福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
○○○,○○○ ○○○,○○○

小計

の内数

1,216,523,244

8,853,929 10,877,833

3,486,511,624

99,186,826

4,718,594,408

118,870,833 131,468,754

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰
入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要
な経費

17,262,719,993 17,718,554,667

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの運用等に必要な経費 57,935,924 54,691,627

基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入れ及び交付に
必要な経費

日本年金機構運営費 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 270,869,973 283,224,885

基礎年金拠出金等年金特別会計へ繰
入

基礎年金拠出金等の財源の年金特別会計へ繰入れに必要
な経費

11,243,834,895 11,406,670,214

保険給付費
日本私立学校振興・共済事業団負担金に必要な経費（前
年度限り）

1

年金相談事業費等業務勘定へ繰入
年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経
費

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの見直しに必要な経費 9,298,744 15,084,927
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【政策ごとの予算額等】

2,056,701

＜0＞

2,663,326

2,117,772

25年度

0

2,414,298

2,887,437
当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

26年度

政策評価調書（個別票1）

0

29年度概算要求額

2,319,823

0

28年度

＜0＞

2,414,298

Ⅸ－１－３

政策名

＜0＞

1,791,521

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切な整備及び運営を図ること

政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、5
段階達成度合いは記載できない

0

2,117,772

0

27年度

評価方式 総合･実績･事業 番号

1,835,003

1,835,003

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価に関する実績評価書を作成していないため、概算要求への反映はない。

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働省本省

● 2 一般 厚生労働省本省

● 3 一般 厚生労働省本省

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

小計

政策評価調書（個別票2）

企業年金等健全育成に必要な経費

項

企業年金等健全育成費

企業年金等適正運営費 国民年金基金等助成に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

小計

予算額

合計

高齢期の所得保障の重層化を図るため、私的年金制度の適切な整備及び運営を図ること Ⅸ－１－３

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

存続厚生年金基金等助成に必要な経費企業年金等適正運営費

28年度
当初予算額

35,113

2,623,470

4,743

事項

小計

2,663,326

2,663,326

29年度
概算要求額

26,537

2,856,243

4,657

2,887,437

2,887,437
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参加を推進することができているので、事業
を継続することとした。

評価方式 総合･実績･事業 番号 Ⅸ－3－1

67,456,295

67,456,295

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参加を推進すること

政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５

段階達成度合いは記載できない

68,870,688

政策名

＜0＞

67,150,342

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

29年度概算要求額

74,721,500

28年度27年度

107,792,863
当 初 予 算 （ 千 円 ）

26年度

政策評価調書（個別票1）

＜0＞

84,391,067

84,391,067

107,766,131

68,870,688

25年度

68,717,984

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 厚生労働本省

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

107,792,863

29年度
概算要求額

103,038,085

4,556,629

198,149

107,792,863

107,766,131

事項

小計

107,766,131

28年度
当初予算額

103,038,085

4,538,895

189,151

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費高齢者日常生活支援等推進費

予算額

合計

高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参加を推進する
こと

Ⅸ－3－1

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

政策名

政策評価調書（個別票2）

地域支援事業に必要な経費

項

高齢者日常生活支援等推進費

高齢者日常生活支援等推進費 高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ることができているので、事
業を継続することとした。

評価方式 総合･実績･事業 番号 Ⅸ－3－2

2,564,077,631

2,513,720,231

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること

政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、５

段階達成度合いは記載できない

10,977,081

2,646,861,250

＜120,122,849＞

41,651,610

政策名

＜132,296,986＞

＜132,308,986＞

2,502,650,580

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

-＜182,132＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜105,148,957＞

29年度概算要求額

2,765,844,931

111,046,426

28年度27年度

2,886,818,804
当 初 予 算 （ 千 円 ）

-18,564,019

＜753,255＞

26年度

＜112,796,255＞

政策評価調書（個別票1）

9,257,858

＜112,714,616＞

2,697,215,740

＜111,005,364＞

2,789,698,147

-＜81,639＞

2,777,192,259

2,697,770,718

25年度

＜132,491,118＞

39,380,319

2,627,549,139

＜120,864,104＞

＜120,876,104＞

＜112,702,616＞



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 復興特別 復興庁

● 4 復興特別 復興庁

◆ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

＜111,005,364＞ の内数

2,886,818,804

の内数＜111,005,364＞

111,005,364

＜105,148,957＞ の内数

105,148,957

29年度
概算要求額

2,863,583,082

14,682,941

4,662,782

3,889,999

2,886,818,804

2,777,192,259

事項

小計
＜105,148,957＞

2,549,205

2,777,192,259

28年度
当初予算額

2,759,278,402

10,796,652

4,568,000

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

社会保障等復興事業費

社会保障等復興政策費

予算額

合計

介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図
ること

Ⅸ－3－2

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

業務取扱費年金特別会計へ繰入

小計

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入れに必
要な経費

政策名

の内数

政策評価調書（個別票2）

介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

介護保険給付等に必要な経費

項

介護保険制度運営推進費

介護保険制度運営推進費 介護保険制度の適切な運営等に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計


